
資料 ４

中 央 環 境 審 議 会 議 事 運 営 規 則（案）

(会議の招集)

第一条 会長は、中央環境審議会(以下｢審議会｣という。)の総会を招集しようとするとき

は、あらかじめ、期日、場所及び議案を、委員及び議案に関係のある臨時委員に通知す

るものとする。

(会長）

第二条 会長は、議長として、総会の議事を整理する。

、 、 、 、 。２ 会長は すべての部会 小委員会 専門委員会に出席し 意見を述べることができる

(専門委員）

第三条 専門委員は、会長の承認を得て、総会に出席し、意見を述べることができる。

(部会）

第四条 審議会に、次に掲げる十四部会を置く。

一 総合政策部会

二 廃棄物・リサイクル部会

三 循環型社会計画部会

四 環境保健部会

五 石綿健康被害判定部会

六 地球環境部会

七 大気環境部会

八 騒音振動部会

九 水環境部会

十 土壌農薬部会

十一 瀬戸内海部会

十二 自然環境部会

十三 野生生物部会

十四 動物愛護部会

２ 部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。

３ 会長は、必要と認めるときは、二以上の部会の所掌に係る議案について調査審議する

ため、二以上の部会の合同の部会を設置することができる。

(諮問の付議)

第五条 会長は、環境大臣又は関係大臣の諮問を適当な部会(前条第一項及び第三項に規

定する部会をいう。以下同じ ）に付議することができる。。

(部会の決議）

第六条 部会の決議は、会長の同意を得て審議会の決議とすることができる。

２ 会長は、一の部会の決議を他の部会の審議に付することが適当と認めるときは、当該

決議に係る案件を当該他の部会に付議することができる。

３ 会長は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る決議を総会に報告するものとす

る。ただし、総会において報告を要しない旨の決議を経たものについては、この限りで

はない。



（準用規定）

第七条 第一条から第三条（第二条第二項を除く ）までの規定は、部会に準用する。こ。

の場合において、これらの規定中｢会長｣とあるのは｢部会長｣と読み替えるものとする。

（小委員会）

第八条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、小委員会を置くことができる。

２ 小委員会に属すべき委員、臨時委員又は専門委員は、部会長が指名する。

３ 小委員会に委員長を置き、部会長の指名により、これを定める。

４ 小委員会の決議は、部会の定めるところにより、部会長の同意を得て部会の決議とす

ることができる。

５ 第一条及び第二条第一項並びに中央環境審議会令第七条第一項及び第二項の規定は、

小委員会に準用する。この場合において、これらの規定中「会長」とあるのは「小委員

長」と読み替えるものとする。

(専門委員会）

第九条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、専門の事項を調査するため、専

門委員会を置くことができる。

２ 専門委員会に委員長を置き、部会長の指名によりこれを定める。

(会議録)

第十条 総会、部会、小委員会及び専門委員会の議事については、会議の概要を記載した

会議録を調製しなければならない。

(雑則）

、 、第十一条 この規則に定めるもののほか 総会の運営その他審議会の運営に必要な事項は

会長が定める。

２ 部会の運営に必要な事項は、部会長が定める。

附 則

（施行期日）

第一条 この規則は、平成十三年一月一五日から施行する。



別表

部 会 名 所 掌 事 務

総合政策部会 一 環境基本計画に関すること。

二 環境の保全に係る重要な事項に関すること（他の部会

の所掌に属するものを除く 。）

廃棄物・リサイクル部会 廃棄物処理及びリサイクル推進に係る重要な事項に関する

こと。

循環型社会計画部会 循環型社会形成推進基本法の規定に基づく循環型社会形成

推進基本計画に関すること。

環境保健部会 一 公害に係る健康被害の補償及び予防に係る重要な事項

に関すること。

二 化学物質対策その他環境保健に係る重要な事項に関す

ること（石綿健康被害判定部会の所掌に属するものを除

く 。）

。石綿健康被害判定部会 石綿による健康被害の救済に係る医学的判定に関すること

地球環境部会 地球環境の保全に係る重要な事項に関すること。

大気環境部会 一 大気環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 交通環境対策に係る重要な事項に関すること。

三 悪臭防止に係る重要な事項に関すること。

騒音振動部会 一 騒音防止に係る重要な事項に関すること。

二 振動防止に係る重要な事項に関すること。

水環境部会 一 水環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 地盤環境の保全に係る重要な事項に関すること。

土壌農薬部会 一 土壌環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 農薬による環境汚染の防止に係る重要な事項に関する

こと。

瀬戸内海部会 瀬戸内海の環境の保全に係る重要な事項に関すること。

自然環境部会 一 自然環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 自然公園に係る重要な事項に関すること。

野生生物部会 野生生物の保護及び狩猟に係る重要な事項に関すること。

動物愛護部会 動物の愛護及び管理に係る重要な事項に関すること。



中央環境審議会石綿健康被害判定部会の設置について
（案）

Ｈ１８．３．１３

【所掌事務】

石綿による健康被害の救済に係る医学的判定に関すること。

【審議体制】

個別の判定について、部会に小委員会を設置し、小委員会に複数の審査
分科会を設置して、審議する。

小委員会

石綿健康被害判定部会

中央環境審議会

複数の審査分科会を設置。



（参考）関係法令（抄）

石綿による健康被害の救済に関する法律案（平成十八年二月十日法律第四号 （抄））

（目的）

第一条 この法律は、石綿による健康被害の特殊性にかんがみ、石綿による健康被害を受

けた者及びその遺族に対し、医療費等を支給するための措置を講ずることにより、石綿

による健康被害の迅速な救済を図ることを目的とする。

（定義等）

第二条 この法律において「指定疾病」とは、中皮腫、気管支又は肺の悪性新生物その他

石綿を吸入することにより発生する疾病であって政令で定めるものをいう。

２ この法律において 死亡労働者等 とは 労働保険の保険料の徴収等に関する法律 昭「 」 、 （

和四十四年法律第八十四号。以下「徴収法」という ）第三条に規定する労働者災害補。

償保険 以下 労災保険 という に係る労働保険の保険関係が成立している事業 以（ 「 」 。） （

下「労災保険の保険関係が成立している事業」という ）に使用される労働者又は労働。

者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号。以下「労災保険法」という ）第三十。

四条第一項第一号、第三十五条第一項第三号若しくは第三十六条第一項第一号の規定に

より労災保険の保険関係が成立している事業に使用される労働者とみなされる者であっ

て、石綿にさらされる業務に従事することにより指定疾病その他厚生労働省令で定める

疾病にかかり、これにより死亡したもの（昭和二十二年九月一日以降に当該指定疾病そ

の他厚生労働省令で定める疾病にかかり、これにより、この法律の施行の日（以下「施

行日」という ）の前日の五年前の日までに死亡した者に限る ）をいう。。 。

３ 環境大臣は、第一項の政令の制定又は改廃に当たってその立案をするときは、中央環

境審議会の意見を聴かなければならない。

（医療費の支給及び認定等）

第四条 機構は、日本国内において石綿を吸入することにより指定疾病にかかった旨の認

定を受けた者に対し、その請求に基づき、医療費を支給する。

２ 前項の認定（以下この条から第十七条までにおいて「認定」という ）は、医療費の。

支給を受けようとする者の申請に基づき、機構が行う。

３ 機構は、認定を行ったときは、当該認定を受けた者（以下「被認定者」という ）に。

対し、石綿健康被害医療手帳を交付するものとする。

４ 認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。

第五条 機構は、認定の申請をした者が認定を受けないで死亡した場合において、その死

亡した者が認定を受けることができる者であるときは、その死亡した者の配偶者（婚姻

の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。以下同じ 、。）

子、父母、孫、祖父母若しくは兄弟姉妹であって、その死亡した者の死亡の当時その者

と生計を同じくしていたもの又はその死亡した者について葬祭を行う者の申請に基づ

、 。き その死亡した者が認定を受けることができる者であった旨の決定を行うものとする

２ 前項の申請は、同項に規定する死亡した者の死亡の日から六月以内に限り、すること

ができる。

３ 機構が第一項の決定を行ったときは、当該決定に係る死亡した者につき、認定の申請

をした日から死亡した日までの間において被認定者であったものとして救済給付を支給

する。

（認定の有効期間）

、 （ 「 」 。）第六条 認定は 指定疾病の種類に応じて政令で定める期間 以下 有効期間 という

内に限り、その効力を有する。



２ 機構は、認定に当たり、被認定者の当該認定に係る指定疾病が有効期間の満了前に治

る見込みが少ないと認めるときは、前項の規定にかかわらず、別に当該認定の有効期間

を定めることができる。

（認定の更新）

第七条 被認定者の当該認定に係る指定疾病が前条第一項又は第二項の規定により定めら

れた有効期間の満了前に治る見込みがないときは、当該被認定者は、機構に対し、認定

の更新を申請することができる。

２ 機構は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る指定疾病が有

効期間の満了後においても継続すると認めるときは、当該指定疾病に係る認定を更新す

るものとする。

３ 前条の規定は、前項の規定により更新される認定について準用する。

第八条 前条第一項の規定による申請をすることができる者が、災害その他やむを得ない

理由により当該申請に係る認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができなかっ

たときは、その者は、その理由のやんだ日から二月以内に限り、当該認定の更新を申請

することができる。

２ 機構は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る指定疾病がそ

の後においても継続すると認めるときは、当該申請に係る認定を更新するものとする。

この場合において、更新された認定は、同項に規定する有効期間の満了日の翌日にさか

のぼってその効力を生ずる。

３ 第六条の規定は、前項の規定により更新される認定について準用する。この場合にお

、 「 （ 「 」 。） 」 、いて 同条第一項中 政令で定める期間 以下 有効期間 という 内 とあるのは

「第八条第一項に規定する有効期間の満了日の翌日から政令で定める期間内」と読み替

えるものとする。

（認定の取消し）

第九条 機構は、被認定者の指定疾病が治ったと認めるときは、認定を取り消すものとす

る。

（判定の申出）

第十条 機構は、認定、第五条第一項の規定による決定、第六条第二項（第七条第三項及

び第八条第三項において準用する場合を含む ）の規定による有効期間の設定、第七条。

第二項及び第八条第二項の規定による認定の更新並びに前条の規定による認定の取消し

を行おうとするときは、医学的判定を要する事項に関し、環境大臣に判定を申し出るも

のとする。

２ 環境大臣は、前項の規定による判定の申出があったときは、中央環境審議会の意見を

聴いて判定を行い、機構に対し、その結果を通知するものとする。

（葬祭料の支給）

第十九条 機構は、被認定者が当該認定に係る指定疾病に起因して死亡したときは、葬祭

を行う者に対し、その請求に基づき、政令で定める額の葬祭料を支給する。

２ 前項の葬祭料の支給の請求は、被認定者が死亡した時から二年を経過したときは、す

ることができない。

（特別遺族弔慰金等に係る認定等）

第二十二条 機構は、特別遺族弔慰金等の支給を受けようとする者の請求に基づき、当該

支給を受ける権利の認定を行い、当該認定を受けた者に対し、特別遺族弔慰金等を支給

する。

２ 前項の特別遺族弔慰金等の支給の請求は、施行日から三年を経過したときは、するこ



とができない。

（判定の申出）

第二十四条 機構は、第十九条第一項の規定による葬祭料の支給及び第二十二条第一項の

規定による認定を行おうとするときは、医学的判定を要する事項に関し、環境大臣に判

定を申し出ることができる。

、 。２ 第十条第二項の規定は 前項の規定による判定の申出があった場合について準用する

（交付金等）

第三十二条 政府は、予算の範囲内において、機構に対し、救済給付の支給に要す

る費用（当該支給の事務の執行に要する費用を含む。次項を除き、以下同じ ）。

に充てるための資金を交付することができる。

２ 地方公共団体は、予算の範囲内において、機構に対し、救済給付の支給に要す

る費用に充てるための資金を拠出することができる。

（一般拠出金の徴収及び納付義務）

第三十五条 厚生労働大臣は、救済給付の支給に要する費用に充てるため、労災保

険の保険関係が成立している事業の事業主（徴収法第八条第一項又は第二項の規

定により元請負人が事業主とされる場合にあっては、当該元請負人。以下「労災

保険適用事業主」という ）から、毎年度、一般拠出金を徴収する。。

２ 機構は、救済給付の支給に要する費用に充てるため、船員保険法（昭和十四年

法律第七十三号）第六十条第一項に規定する船舶所有者（以下「船舶所有者」と

いう ）から、毎年度、一般拠出金を徴収する。。

３ 労災保険適用事業主及び船舶所有者は、一般拠出金を納付する義務を負う。

（一般拠出金の額）

第三十七条 第三十五条第一項の規定により労災保険適用事業主から徴収する一般

拠出金（以下「第一項一般拠出金」という ）の額は、徴収法第十条第二項第一。

号の一般保険料の計算の基礎となる賃金総額に一般拠出金率を乗じて得た額とす

る。

２ 第三十五条第二項の規定により船舶所有者から徴収する一般拠出金（以下「第

二項一般拠出金」という ）の額は、前年度において当該船舶所有者が使用する。

すべての船員に支払われた賃金の総額（その額に千円未満の端数があるときは、

その端数は、切り捨てる ）に一般拠出金率を乗じて得た額とする。。

３ 前二項の一般拠出金率は、救済給付の支給に要する費用の予想額、第三十二条

第一項の規定による交付金及び同条第二項の規定による拠出金があるときはそれ

らの額並びに指定疾病の発生の状況その他の事情を考慮して、政令で定めるとこ

ろにより、環境大臣が厚生労働大臣及び事業所管大臣と協議して定める。

４ 環境大臣は、前項の政令の制定又は改廃に当たってその立案をするときは、中

央環境審議会の意見を聴かなければならない。

（特別拠出金の額の算定方法）

、 、第四十八条 特別事業主から徴収する特別拠出金の額の算定方法は 石綿の使用量

指定疾病の発生の状況その他の事情を考慮して政令で定める。

２ 環境大臣は、前項の政令の制定又は改廃に当たってその立案をするときは、中

央環境審議会の意見を聴かなければならない。



環境基本法（平成五年十一月十九日法律第九十一号 （抄））

（中央環境審議会）

第四十一条 環境省に、中央環境審議会を置く。

２ 中央環境審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 環境基本計画に関し、第十五条第三項に規定する事項を処理すること。

二 環境大臣又は関係大臣の諮問に応じ、環境の保全に関する重要事項を調査審議す

ること。

三 自然公園法 （昭和三十二年法律第百六十一号 、農用地の土壌の汚染防止等に関）

する法律 （昭和四十五年法律第百三十九号 、自然環境保全法 （昭和四十七年法律）

第八十五号 、動物の愛護及び管理に関する法律 （昭和四十八年法律第百五号 、瀬） ）

戸内海環境保全特別措置法 （昭和四十八年法律第百十号 、公害健康被害の補償等）

に関する法律 （昭和四十八年法律第百十一号 、絶滅のおそれのある野生動植物の）

種の保存に関する法律 （平成四年法律第七十五号 、ダイオキシン類対策特別措置）

法 （平成十一年法律第百五号 、循環型社会形成推進基本法 （平成十二年法律第百）

十号 、使用済自動車の再資源化等に関する法律 （平成十四年法律第八十七号 、鳥） ）

獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成十四年法律第八十八号 、特定外来生）

物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成十六年法律第七十八号）及び

石綿による健康被害の救済に関する法律（平成十八年法律第四号）によりその権限に

属させられた事項を処理すること。

３ 中央環境審議会は、前項に規定する事項に関し、環境大臣又は関係大臣に意見を述

べることができる。

４ 前二項に定めるもののほか、中央環境審議会の組織、所掌事務及び委員その他の職

員その他中央環境審議会に関し必要な事項については、政令で定める。




